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て旧来の町村数は全国 7 万 1,573，そのうち町村名だけあって住民のまったくいない町村［無
人の町村とはどのようなものなのだろう？］が 801，戸数 100 戸以下の町村が 4 万 8,420 という状
況であった （7）。それは全町村数の 7 割にも達する割合で，こうした規模の小さい集落レベルの
町村の整理統合を目指したのが先に述べた 1888（明治 21）年の市制町村制の公布であった。そ










































































市 長 有給吏員（第 50 条）
市会推薦の候補者を内務大臣が裁可
（第 50 条）









町 村 長 名誉職（第 55 条） 公民による公選（第 53 条）




一 般 市 法人としての市（第 2 条）
一般市長 有給吏員（第 73 条）
市会推薦の候補者を内務大臣が裁可
（第 73 条）
一般市区長 名誉職（第 82 条） 公民による公選（第 82 条）
指 定 市 区は法人としての区（第 6 条）［自治区］













首里・那覇 法人としての区（第 2 条）
区 長 有給吏員（第 8 条）［自治区］ 県知事による任免




一般町村 法人としての町村（第 2 条）
町 村 長 有給吏員（第 8 条） 島司，郡長の具申により府県知事が任免


































されていなかったという （26）。（アメリカ政府は 1941 年開戦からの 1 年も経たずに早くも対日占
領政策を策定し始めていたのであるが，「スパイ組織」として見做すほどの調査研究がなされ
ていたということであろう。）戦争遂行に果たした役割に関する町内会・部落会情報は必ずし
もなかったようで，GHQ は日本降伏後すぐの 45 年 10 月直ちに設けた民政局において日本の
地方行政機構について内務省に問い質した （27）。町内会・部落会に対する嫌悪感は「市町村が自




15 号」は 1947 年 5 月（昭和 22）であった。しかし日本政府は GHQ による最終的な措置を俟



































そこで 1946 年 3 月（昭和 21），内務省は市制と町村制の改正案を GHQ に提出する。そのポ
イントは 1943 年の地方制度改正において「その活動に必要最小限度の法的基礎を与えた」町























こと，また区割りにおける長は，町村制（第 68 条，第 81 条）に定められた名誉職区長であると
共に当該町内会・部落会の「会長」（下線 3）として期待される人々だということである。この「会
長」という表記は行政法制上から見ると前掲の「部落会町内会等整備要領」（昭和 15）におい


































































　　沖縄県区制 1896（明治 29）年 那覇区，首里区を設置。
　　沖縄県間切島吏員規程 1897（明治 31）年
　　沖縄県間切島規程 1898（明治 32）年





　　沖縄県に町村制施行 1920（大正 9）年 「本土並み」町村制の施行
　　沖縄県区制を廃止，市制施行 1921（大正 10）年 「本土並み」市制の施行，「那覇市」設立



























起源とする集落は 130 以上もあるといわれる。）1900 年代に入りこのような集落が一定の規模
となって安定してくるとかれらは“行政字”として次々と独立し自分たちの字をつくるように

























































それに伴い 49 年 5 月に北緯 29 度以南の琉球列島において米軍が必要とする諸施設の長期的保

































































前述のように米軍は住民統治に向けて軍政府の諮問機関を設置した。終戦日の 8 月 15 日各
収容所から 128 名の代表者を美里村の石川収容所に召集，選挙によって代表 15 名の諮詢会委



























題は 47 年から 48 年においての市町村長と議会議員の選挙に際して生じてはいたという記述も
ある （53）。
7．市町村制度と区長制：明文化された「区長制」とその廃止
1946 年 4 月，軍政府は「沖縄中央政府の創設」の指令（第 56 号）を発し知事を任命，これ
によって沖縄諮詢会は廃止されることとなった。創設された「沖縄民政府」は米軍の傀儡政府
であったとはいえ，ここに沖縄は再び 1879 年の琉球処分以来自前の“政府”をもつこととなっ
た。（さらに 1950 年「沖縄群島政府」，1952 年から 1972 年まで「琉球政府」と名称を変えて
いく。）民政府知事に市町村長の任命権が付与され，その諮問機関として市町村政委員会が設
置された。そのメンバーには原則として戦前の議員が任命されたのである （54）。その後 1948 年
4 月，市町村の「長」と市町村議会議員との選挙に関する指令（第 4 号）に基づきそれぞれの
選挙が実施された。
こうして沖縄の市町村住民は戦前戦後を通じてはじめて公選（戦前に見られた「公民」によ
佛教大学社会学部論集　第 61 号（2015 年 9 月）
― 71 ―
らない普通選挙）を通じて議会と政府をもつこととなったが，肝心の市町村制については同年


















された「財産区」に関する条文（地方自治法第 294 条−第 297 条）は沖縄の「市町村制」（第 146

















しかしこの規定は 1962 年の第 5 次法改正（琉球政府立法 85 号）では条文から全文が削除され
てしまった （57）。市町村長の補助機関としては通常は助役や収入役さらには専門委員であるが，
この区長という機関は“本土”の地方自治法には規定が見られないということ，また職分や身
分など必ずしも明確でないということがあったのであろう。すでに 1957 年の第 2 次改正にお
いて琉球政府はこの制度を廃止するという方針を明らかにしていた。これに対して“区長制論
争”が起き（金武町議会史，2004，p.160），町村会は補助機関を失うことは実情無視であると反
























  ① 　Political reorientation of Japan, September 1945 to September 1948 : report of Government 
Section, Supreme Commander for the Allied Powers.
これは 1949 年米国政府によって公開されたが，1988 年この連合国総司令部報告書を編集した
翻訳が『戦後地方行財政資料全 4 巻，別巻 2 巻』（勁草書房）として刊行された。
佛教大学社会学部論集　第 61 号（2015 年 9 月）
― 73 ―
  ② 　さらに網羅的なものとして History of the Non-military Activities of the Occupation of Japan 
1945-1951，刊行は 1965 年及び 1977 年であったが，邦訳は 2000 年『GHQ 日本占領』（全 55 巻，
別巻 1，日本図書センター）であった。その第 13 巻が「地方自治改革」Local Government 
Reform である。
  ③ 　GHQ/SCAP Records, Government Section  (GS)　民政局（略称：GS）文書。そのうち地方自
治に関するものとしては 1998 年「占領改革」第 8 巻，第 9 巻　天川晃編「地方自治」（丸善）が
ある。
  ④ 　また戦後地方自治史を知るうえで重要な史料として，自治大学校史料編集室，1960 年，戦後
自治史，第 1 巻「隣組及び町内会，部落会等の廃止」，1961 年第 2 巻「昭和 21 年の地方制度の
改正」。この 2 巻本は地方自治と地方選挙に関して連合国側担当部局と日本政府との相互折衝の
下にどのように今日の制度に至ったのか地方制度のその変遷過程を，当時の内務省関係者らの協
力を得て諸資料を整理したものである。最初に示した Political reorientation of Japan という大









  ⑥　また地方自治百年史編集委員会編『地方自治百年史』（1992，全 3 巻，地方財務協会）があるが，
  ⑦ 　本稿が参照したものは小早川光郎編集代表『史料 日本の地方自治』（1999，全 3 巻，学陽書房）
である。
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市制において，都市化の進んだ東京・大阪・京都の 3 市の場合のみ法人格をもつ「区」（内務大臣
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